
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性汚泥を収容する反応槽の内部の空間に浸漬された膜モジュールと、
　該膜モジュールの上方に配置された散気手段と、を備え、
　該散気手段から吐出される気泡を分散させながら前記膜モジュールに向かうクロスフロ
ー流を形成する下降流発生手段が設けられるとともに、
　前記膜モジュールは、下降する前記クロスフロー流が通過できる貫通スペースが設けら
れた構成であり、スパイラル型膜モジュール、チューブ集束型膜モジュール、又は平膜状
の膜体を所定間隔を置いて併設した膜モジュールのいずれかであることを特徴とする膜分
離装置。
【請求項２】
　前記 は、前記膜モジュールの上方に配置された撹拌手段であることを特
徴とする請求項１記載の膜分離装置。
【請求項３】
　前記撹拌手段は、前記散気手段の上方に配置されたことを特徴とする請求項２記載の膜
分離装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、膜分離装置の改良技術に関する。より詳細には、活性汚泥法に基づく水処理に
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おける固液分離処理に実用化できる膜分離装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、活性汚泥法による水処理プラントにおける沈殿池や凝集沈殿池（以下、沈殿池と総
称。）に代わる固液分離処理として膜ろ過技術が実用化されている。
【０００３】
この膜ろ過技術は、前記沈殿池のように、活性汚泥の沈降性に依存した固液分離ではなく
、処理水の固液分離を強制的に加圧膜ろ過する構成であるので、被処理水の性状に関わり
なく、より完全な固液分離を行うことが可能となるという利点を有している。
【０００４】
ここで、前記膜ろ過技術では、反応槽に所定の膜モジュールが浸漬されて配置され、この
膜モジュールの下方に散気手段が設けられた膜分離装置（以下、「浸漬型膜分離装置」と
称する。）と、反応槽の外に膜モジュールを配置し、原水ポンプを用いて加圧ろ過する膜
分離装置（以下、「外置き型膜分離装置」と称する。）が、一般的に採用されている。以
下、浸漬型膜分離装置の代表的な従来技術を添付図面に基づいて説明する。
【０００５】
図７は、一般的な浸漬型膜分離装置の構成を表す簡略図である。この膜分離装置１００は
、活性汚泥が収容された反応槽１０１と、該反応槽１０１に浸漬されて固定されている膜
モジュール１０２と、を備えている。膜モジュール１０２の下方には、散気手段１０３が
配設されている。この散気手段１０３は、反応槽１０１の外に設置されたブロワＢを介し
て反応槽１０１内に空気を導入し、この空気を気泡１０４にして、上方の膜モジュール１
０２に向けて吐出する。
【０００６】
また、公知の改良技術では、吐出された上記気泡１０４を、膜モジュール１０２の下方領
域に対して下方斜め向きに設置した（モータＭで回転する）攪拌機１０６により微細化し
て分散させる手段が用いられる。この気泡分散手段は、被処理水Ｒに対して気泡１０４中
の酸素を充分に溶解させて、活性汚泥による生物処理を効率化するために採用される。
【０００７】
気泡１０４は、その浮上作用によって上昇流ｆを形成し、この上昇流ｆは、反応槽１０１
内を対流する如き循環流Ｆを形成する。この循環流Ｆによって、反応槽１０１内に酸素が
行き渡り、好気性条件が維持されるとともに、配管１０５から導入された被処理水Ｒと活
性汚泥は撹拌されて相互の接触頻度が高められ、生物処理が促進される。
【０００８】
即ち、被処理水（原水）Ｒは、反応槽１０１内で活性汚泥と接触しながら所定時間滞留し
、この滞留の間に被処理水Ｒ中の有機成分が活性汚泥によって酸化分解され、浄化される
。浄化された被処理水Ｒは、膜モジュール１０２に接続された吸引ポンプＰによって、活
性汚泥が濾し取られた清澄な処理水Ｔとして取り出される。
【０００９】
また、前記上昇流ｆは、上方に配置された膜モジュール１０２の膜表面に接触することに
よって、膜表面に汚泥のケーキ層やゲル層が付着して成長するのを防止する。即ち、前記
上昇流ｆは、膜表面の洗浄作用を発揮する。この膜表面に接触する水流は、特に「クロス
フロー流」と称され、図７では、符号Ｃで表されている。
【００１０】
このように、活性汚泥法で用いる膜分離装置では、散気による反応槽内の好気性条件の維
持、循環流による活性汚泥と被処理水の接触効率の向上、クロスフロー流の形成による膜
表面の洗浄作用の安定化、が重要となる。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来の膜分離装置においては、上昇流ｆは、気泡の浮上作用（「リフト作
用」とも言う。）のみに基づいて形成される構成であるため、該上昇流ｆの流速を、所望
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の程度にすることが困難であった。その結果、クロスフロー流及び循環流Ｆについても、
必要十分な流速を得ることが困難であった。
【００１２】
特に、散気手段から吐出される気泡を更に分散するための手段が講じられた技術では、膜
モジュールに下方斜め向きに取り付けられた攪拌機により気泡が微細化される一方で、気
泡の流れ方向が乱され、結果として気泡の浮上作用が弱められてしまうことになるので、
上昇流ｆの流速は、分散手段を設けない場合と比較して、更に低下してしまうという問題
があった。
【００１３】
このように、従来技術では、反応槽内における流動性が不足していたので、酸素の拡散移
動が円滑に行われず、活性汚泥の生物処理能力を充分に発揮させることができないという
技術的課題があった。
【００１４】
そこで、本発明では、散気手段から供給される酸素の反応槽内での移動効率を高め、かつ
クロスフロー流の流速を高く維持できる膜分離装置を提供することを目的とする。
【００１５】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成し、上記技術的課題を解決するために、本発明では、次の手段を採用する
。
【００１６】
まず、本発明では、活性汚泥を収容する反応槽に浸漬された膜モジュールと、該膜モジュ
ールの下方に配置された散気手段と、を備える膜分離装置であって、前記膜モジュールと
前記散気手段の間に、前記散気手段から吐出される気泡を微細化した上で分散し、かつ膜
面に向かうクロスフロー流が増強されるように撹拌手段を設けた膜分離装置を提供する。
なお、反応槽の形態は、狭く解釈されるものではなく、例えば、反応槽本体に連通するよ
うに分岐形成されたような分岐反応槽等も包含する。
【００１７】
この手段では、散気手段から吐出される気泡を微細化しながら分散することに起因する気
泡の浮上作用の低下（気泡の微細化による浮力の低下）に伴う上昇流の流速低下を、撹拌
手段の撹拌作用によって補うだけに留まらず、気泡の浮上作用のみから得られる上昇流の
流速を更に上回る高速の上昇流を形成することが可能となる。この結果、気泡の微細化に
よる酸素と活性汚泥の接触率の向上とクロスフロー流の高速化を両立させることができ、
更には、循環流の流動促進を達成することが可能となる。
【００１８】
ここで、本発明における撹拌手段としては、適宜の攪拌機を採用できる。即ち、散気手段
と膜モジュールの間に水中攪拌機を設置する構成を採用できる。攪拌機から得られる上昇
流は、渦流状となるので、気泡を効果的に微細化しながら分散させることが可能となる。
【００１９】
次に、本発明では、活性汚泥を収容する反応槽に浸漬された膜モジュールと、該膜モジュ
ールの下方に配置された攪拌機と、を備える膜分離装置であって、前記撹拌機の撹拌翼部
に散気手段を設けた膜分離装置を提供する。
【００２０】
散気手段を最下方に配置し、この上方の散気手段と膜モジュールの間に攪拌機を介装した
構成では、上記のような顕著な効果が得られるものの、散気手段から吐出されて上昇して
くる気泡群の浮上作用の一部は、直上に配置された撹拌機に邪魔され、分断される可能性
があるところ、本手段ではこのような問題が発生しないという更に有利な効果が得られる
。即ち、本手段では、攪拌機の撹拌翼部から散気するように工夫したので、気泡群の浮上
作用が分断されることがないため、上方の膜モジュールにストレートに向かっていく上昇
流を形成することができる。また、本手段によれば、散気手段と撹拌手段を集約できるの
で、膜モジュール下方領域の装置構成を簡素化できる。
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【００２１】
次に、本発明では、攪拌機の撹拌翼部が、水平方向に回転するように設置した。
【００２２】
この手段では、攪拌機から鉛直方向の上昇撹拌流が円滑に得られるので、膜モジュールを
より高い流速で通過するクロスフロー流を確実に形成することが可能となる。即ち、撹拌
翼部を傾斜させて配置させた構成に比べて、鉛直方向の上昇流を速やかに形成できる。
【００２３】
続いて、本発明では、活性汚泥を収容する反応槽に浸漬された膜モジュールと、該膜モジ
ュールの上方に配置された散気手段と、を備え、該散気手段から吐出される気泡を分散さ
せながら前記膜モジュールに向かうクロスフロー流を形成する下降流発生手段を設けた膜
分離装置を提供する。即ち、該発明では、膜モジュールの下方に散気手段や撹拌手段を配
置するという発想を転換し、膜モジュールの上方側に、散気手段及び撹拌手段を配置する
ように工夫した。
【００２４】
この手段では、下方に向かう強い下降流の作用によって、反応槽に滞留している周辺の被
処理水を上方から下方の膜モジュールへ向けて引き込み、膜面に接触しながら下降するク
ロスフロー流を形成する。このクロスフロー流は、上方の散気手段から吐出された気泡群
を膜モジュール下方にまで搬送して、周囲の反応槽に向けて排出する。この構成によって
、気泡群の浮上作用を有効に利用した流速の大きな上昇循環流を反応槽内に形成できる。
このため、反応槽全体における被処理水の流動性が高まる。同時に、前記上昇循環流には
、膜モジュールの下方開口部から排出されてくる気泡群が多量に含まれているので、気泡
中の酸素が反応槽の隅々にまで移動し、反応槽の生物処理能力が高まる。
【００２５】
本発明では、前記下降流発生手段として、前記膜モジュールの上方に配置された撹拌手段
を採用し、更には、この撹拌手段を、散気手段の上方に配置するように工夫した。
【００２６】
撹拌手段は、渦流状の下降流を形成することから、気泡の分散効果を高めるので、特に下
降流発生手段として特に好適である。そして、この撹拌手段を散気手段の上方に配置する
ことにより、散気手段から吐出される気泡群を有効に下方の膜モジュールに送り込むこと
が可能となる。気泡をより多量に含むクロスフロー流の膜面の洗浄作用はより大きくなる
ので、散気手段の上方に撹拌手段を配置する構成が好適である。
【００２７】
次に、本発明に係る膜分離装置では、膜モジュールを、上昇又は下降するクロスフロー流
が通過できる貫通スペースを設けるように工夫する。好適には、波形のスペーサ部材が介
装されたスパイラル型膜モジュール又はチューブ状の膜体が束ねられたチューブ集束型膜
モジュールを採用することができる。
【００２８】
これらの手段では、クロスフロー流が膜モジュール内をスムーズに通過することができる
ようになるので、膜モジュール上方又は下方にまで及ぶクロスフロー流を確実に形成する
ことができ、更には、このクロスフロー流を、確実に循環流に転じさせることが可能とな
る。
【００２９】
以上のように、本発明は、活性汚泥法による水浄化処理能力及び膜分離能力の高い膜分離
装置を提供できるという技術的意義を有している。
【００３０】
【発明の実施の形態】
次に、本発明の好適な実施形態について、添付図面を参照しながら、説明する。
【００３１】
まず、図１は、本発明に係る膜分離装置の第１実施形態の構成を簡略に表す図である。こ
の膜分離装置１ａは、浄化対象となる被処理水Ｒと活性汚泥を収容する反応槽（生物処理
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槽）２ａを備えている。この反応槽２ａには、該反応槽２ａ内に滞留する被処理水Ｒに浸
漬され、固定配置された膜ろ過ユニット３ａが設けられている。
【００３２】
この膜モジュール３ａは、円筒状のガイドパイプ３２を備える。このガイドパイプ３２の
内部に所定の膜モジュール３１ａが収容固定されている。なお、膜ろ過ユニット３ａの形
態、膜モジュール３１ａを構成する膜体の種類や形状は、本発明の目的に沿うものであれ
ば採用でき、特に限定されない。
【００３３】
膜モジュール３１ａの上部所定位置には吸引ポンプＰが連結されている。反応槽２ａに滞
留している間に、活性汚泥の働きで、含有する有機物が酸化分解された被処理水Ｒは、こ
の吸引ポンプＰによって、膜モジュール３１ａに吸引され、活性汚泥が濾し取られる。こ
のようにして、固液分離された清澄な処理水Ｔのみが反応槽２ａから抜き取られる。
【００３４】
ここで、膜ろ過ユニット３ａの膜モジュール３１ａの下方領域には、反応槽２ａ外に配置
されたブロワＢに連結されている散気装置４ａが設置されている。この散気装置４ａは、
ブロワＢから取り込まれた空気を気泡状態で吐出し、反応槽２ａ内を好気条件に維持する
とともに、空気を気泡化して分散させることによって、反応槽２内に拡散している活性汚
泥と酸素との接触効率を高めるという役割を果たす。
【００３５】
また、散気装置４ａから吐出された気泡Ｇは、浮上力を有することから、周辺の被処理水
Ｒに浮上作用を及ぼし、上昇流ｆ１ を形成する。そして、この上昇流ｆ１ が、膜モジュー
ル３１ａの膜面に接触しながら通過するクロスフロー流Ｃ１ を形成し、更には、上方に至
ったクロスフロー流Ｃ１ は、続いて、膜モジュール３１ａの外側を下降する循環流Ｆ１ と
なり、反応槽２ａの被処理水Ｒを対流の如きに流動させる。
【００３６】
散気装置４ａと膜モジュール３１ａの間には、モータＭと、該モータＭの駆動によって回
転する撹拌翼５１と、を備える攪拌機（水中攪拌機）５ａが配置されている。この攪拌機
５ａは、下方の散気装置４ａから吐出されてきた気泡Ｇを微細化して分散させながら、上
昇流ｆ１ を加速するという役割を果たす。
【００３７】
撹拌翼５１は、鉛直方向に上昇する水流を速やかに形成できるという理由から、水平方向
に回転する構成が特に好適である。
【００３８】
図２は、撹拌機５ａの変形例である攪拌機５’ａの構成を簡略に表す図である。
【００３９】
この撹拌機５’ａは、散気機能も備えている点に特徴がある。具体的には、まず、ブロワ
Ｂを介して取り込まれた空気を、モータＭの駆動で回転する軸５４内部に導入できるよう
に工夫されている。そして、軸５４の上端には、軸５４内部に形成された通気路に連通す
る散気孔５３が多数形成された撹拌翼５２が取り付けられている。この構成によって、撹
拌翼５２は、多数の気泡Ｇを吐出させながら回転する。即ち、この攪拌機５’ａを採用す
れば、撹拌作用と同時に気泡Ｇを分散させることができる。なお、この攪拌機５’ａは、
本発明に係る全ての膜分離装置に適用できる。
【００４０】
図３は、本発明に係る膜分離装置の第２実施形態の構成を簡略に表す図である。
【００４１】
第２実施例である膜分離装置１ｂは、反応槽２ｂと、該反応槽２ｂに浸漬された状態で固
定配置された円筒形状の膜ろ過ユニット３ｂと、を備える。この膜ろ過ユニット３ｂの特
徴は、膜モジュール３１ｂが下方側に配置されていることである。
【００４２】
また、膜ろ過ユニット３ｂでは、膜モジュール３１ｂの上方に散気装置４ｂが配置されて
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いる。散気装置４ｂは、下方側の膜モジュール３１ｂに向けて気泡Ｇを吐出する構成とさ
れている。なお、散気装置４ｂは、反応槽２ｂ外に設置されたブロワＢに連結されている
。
【００４３】
散気装置４ｂの上方には、攪拌機５ｂが配置され、撹拌翼５３は、下方側の散気装置４ｂ
に対向するように配向されている。
【００４４】
以上の構成により、散気装置４ｂから吐出された気泡Ｇは、撹拌機５ｂの撹拌作用によっ
て発生する下降流ｆ２ によって、下方の膜モジュール３１ｂへ搬送される。更には、気泡
Ｇは、膜面に接触しながら下降するクロスフロー流Ｃ２ に乗って運ばれて、膜ろ過ユニッ
ト３ｂの下方開口部３３から排出される。
【００４５】
前記下方開口部３３から排出された気泡Ｇは、続いて、その浮上力によって上昇に転じ、
周辺の被処理水Ｒに上昇流を形成する（図３参照）。この上昇流は、膜ろ過ユニット３ｂ
の外側を上昇する循環流Ｆ２ となる。気泡Ｇは、循環流Ｆ２ に乗って反応槽２の上層域ま
で確実に搬送されるので、反応槽２に滞留する被処理水Ｒの隅々にまで酸素が供給され、
好気条件が好適に維持される。即ち、活性汚泥による有機物の酸化分解が反応槽２ｂ全体
で活発に行われるようになる。
【００４６】
なお、膜分離装置１ｂにおける膜ろ過ユニット３ｂのガイドパイプの上端部は、上方に向
けて末広がるロート状の形態（図３、Ｘ部参照）とするのが好適である。その理由は、上
層に至った循環流Ｆ２ が、撹拌機５ｂの撹拌作用によって、膜ろ過ユニット３ｂの内部に
円滑に流入し易くなるからであり、ひいては反応槽２ｂ全体での被処理水Ｒの流動性が円
滑になるからである。
【００４７】
ここで、膜分離装置１ｂに好適な膜モジュールは、クロスフロー流Ｃ２ が、その流速が弱
められてしまうことがないように、スムーズに膜モジュールを通過できるように工夫され
た構成が望ましい。即ち、膜モジュールには、下降するクロスフロー流Ｃ２ が通り抜けで
きる貫通スペースを設ける。
【００４８】
具体的には、図４に示されているスパイラル型膜モジュール３１ｃや図５に示されている
チューブ集束型膜モジュール３１ｄ、加えて図示しない平膜状の膜体を、所定間隔を置い
て並設した膜モジュール等が好適である。特に、スパイラル型膜モジュール３１ｃ、チュ
ーブ集束型膜モジュール３１ｄは、膜体をコンパクトに集約できるので、好適である。
【００４９】
図４に示すスパイラル型膜モジュール３１ｃは、平膜状の膜体３５を波形のスペーサ部材
３４を介装させながらスパイラル状（海苔巻き状）に巻回させた構成であって、膜体３５
間には、スペーサ３４によって貫通スペースＳ１ が形成されている。図５に示すチューブ
集束型膜モジュール３１ｄは、内部空洞のチューブ状の膜体３６を複数集束した構成であ
って、膜体３６の間には、貫通スペースＳ２ が形成されている。
【００５０】
上記貫通スペースＳ１ 又はＳ２ を、下方に向かうクロスフロー流Ｃ２ がスムーズに通り抜
けていくので、大きい流速で反応槽２の底面に衝突する下降流は、引き続いて上昇流に転
じ、流速の安定した循環流Ｆ２ を形成する。
【００５１】
即ち、上記した膜ジュール３１ｃ、３１ｄでは、気泡Ｇの浮上作用に打ち勝って下降する
クロスフロー流Ｃ２ が膜モジュール３１ｃ、３１ｄ内を円滑に通過することができるので
、膜モジュール３１ｃ、３１ｄの下方にまで到達する下降流を確実に形成でき、更には、
この下降流を、上昇する循環流Ｆ２ に確実に転じさせることが可能となる。なお、膜モジ
ュール３１ｃ，３１ｄは、本発明に係る膜分離装置のすべてに適用することにより、クロ
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スフロー流を、スムーズに膜モジュールを通過させることができるようになる。
【００５２】
図６は、本発明に係る膜分離装置の第３実施形態の構成を簡略に示す図である。
【００５３】
図６に示されている第３実施例である膜分離装置１ｃでは、反応槽２ｃの側壁部に分岐槽
６を形成し、この分岐槽６内に膜モジュール３１ｃを設けた。分岐槽６の上端部６１、下
端部６２は、それぞれ反応槽２ｃに開口し、反応槽２ｃに連通している。膜モジュール３
１ｃの所定位置には、吸引ポンプＰが連結され、該吸引ポンプＰによって、処理水Ｔを取
り出す。
【００５４】
反応槽２ｃの下方には、ブロアＢに連結された散気装置４ｃが配置され、取り込んだ空気
を気泡にして反応層２ｃに吐出している。分岐槽６の下端部６２の開口部付近には、ブロ
ワＢに連結された散気装置４ｄが設けられ、この散気装置４ｄと膜モジュール３１ｃの間
には、攪拌機５ｃが横置き状態で配置されている。なお、符号５４は、撹拌翼である。
【００５５】
攪拌機５ｃは、反応槽２ｃ内に滞留する被処理水Ｒを引き込んで、散気装置４ｄから吐出
された気泡ｇを伴う上昇流ｆ３ を形成する。該上昇流ｆ３ は、上方の膜モジュール３１ｃ
に送り込まれて、膜面を接触しながら上昇するクロスフロー流Ｃ３ を形成する。膜モジュ
ール３１ｃを通り抜けた上昇流は、上端部６１の開口部から反応槽２ｃに返送される。
【００５６】
膜モジュール３１ｃを通り抜けた上昇流は、上端部６１の開口部から反応槽２ｃに返送さ
れる（図６参照）。なお、分岐反応槽６に、上記第２実施形態同様に、膜モジュール３１
ｃの上方側に散気装置４ｃを設け、さらに該散気装置４ｃの上方に攪拌機５ｃを設けても
よい。
【００５７】
【実施例】
合成下水気質を用いて連続通水実験を行った。反応槽は、水深２，５００ｍｍ、直径５０
０ｍｍの円筒状の槽を用いた。反応槽の中央に、直径１５０ｍｍ、長さ１，０００ｍｍ及
び同径のガイドパイプを設けた膜ろ過ユニットを上下ともに２５０ｍｍずつフリーボード
を設けて配置した。また、前記ガイドパイプ中央下方に水中攪拌機を配置し、その下方に
散気装置（散気管）を配置した。散気位置は水深２，０００ｍｍに設定した。膜モジュー
ルは、既述したスパイラル型膜モジュールを採用し、波形のスペーサにより原水流路幅を
３ｍｍに設定した。膜面積は５ｍ２ である。また、膜は孔径０．４μｍのポリオレフィン
製ＭＦ膜を用いた。ろ過水（処理水）取り出し口は、膜モジュールの中央に設置されたセ
ンターパイプを通じて、系外に取り出す構造とした。吸引ポンプは、容積型ポンプを用い
て定量ろ過を行った。更に、間欠運転とし、８分吸引し２分休止する方法で吸引ろ過を行
った。散気量は１．０ｍ３ ／ｈ、即ち被処理水（原水）に対する通気倍率として１２ｖｖ
ｈとなるように設定した。また、前記水中攪拌機は、膜モジュールの原水流路におけるク
ロスフロー流の流速が０．７ｍ／ｓとなるように設計調整した。合成下水は鰹エキスを主
成分とするもので、ＢＯＤ濃度が５００ｍｇ／Ｌとなるように希釈調整した。ろ過水量を
２ｍ３ ／ｄ、即ち、吸引ろ過時のろ過流束が０．５ｍ／ｄとなるように設定した。ＭＬＳ
Ｓ濃度は３０，０００ｍｇ／Ｌ程度に維持するように適宜、余剰汚泥を排出した。
【００５８】
この結果、膜モジュールの吸引差圧の増加速度は、０．１ｋＰａ／ｄとなり、極めて緩や
かで安定的な膜ろ過が維持できた。また、ろ過された処理水のＢＯＤは、５ｍｇ／Ｌ以下
を達成でき、良好な生物処理を行うことができた。反応槽内のＤＯは、常に２ｍｇ／Ｌ以
上を保持できた。
【００５９】
【比較例】
比較例１。
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散気装置の配置位置を水中攪拌機と膜モジュールの中間である水深１５００の位置に配置
した以外は、上記実施例同様の構成及び条件とした。本比較例１における実験では、膜モ
ジュールの吸引差圧の増加速度は０．８ｋＰａ／ｄとなり、約１ヶ月で薬品洗浄が必要に
なった。また、反応槽内のＤＯ（溶存酸素）は、１～２ｍｇ／Ｌであり、実施例に比較し
てやや低めの値を示した。ろ過された処理水のＢＯＤは５～１０ｍｇ／Ｌの値を示し、前
記実施例に比べて高い値となった。
【００６０】
比較例２。
上記実施例で採用した膜分離装置から水中攪拌機を撤去し、水深２５００ｍｍ位置に散気
装置を配置した以外は、実施例と同条件で実験を行った。通気量は１２ｖｖｈであり、膜
モジュールの被処理水流路部分の空塔ガス線速度は、０．０５ｍ／ｓである。この場合に
おける膜モジュールの吸引差圧の増加速度は、１０ｋＰａ／ｄと極めて大きく、ろ過固液
分離の継続が短期間で実施できなくなった。
【００６１】
以上のように、実施例では、水中攪拌機を膜モジュールと散気装置の間に設けたことによ
って、散気された気泡が微細化して分散して、酸素の移動、拡散が向上し、反応槽内の溶
存酸素を高く維持できた。これはＢＯＤの分解が充分に達成された結果、膜面の汚染が少
なかったことによるものと考えられる。また、比較例２での吸引差圧の増加は、初期のＭ
ＬＳＳ濃度が高く、散気処理だけでの浮上作用が充分に得られず、クロスフロー流の流速
が充分に得られなかったことに原因がある。
【００６２】
以上のように、本発明に係る膜分離装置は、高いＭＬＳＳ条件下においても膜モジュール
に対して充分な流速のクロスフロー流を形成できると同時に、気泡の微細化、分散効果に
より、効率的に酸素の拡散移動を達成できる。
【００６３】
【発明の効果】
本発明に係る膜分離装置によれば、散気による反応槽内の好気性条件の維持、循環流によ
る活性汚泥と被処理水の接触効率の向上、クロスフロー流の形成による膜表面の洗浄作用
の安定化を確実に達成できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る膜分離装置の第１実施例（１ａ）の構成を簡略に表す図
【図２】変形例である膜分離装置（５’ａ）の構成を簡略に表す図
【図３】本発明に係る膜分離装置の第２実施例（１ｂ）の構成を簡略に表す図
【図４】スパイラル型膜モジュール（３１ｃ）の構成を簡略化して示す図
【図５】チューブ集束型膜モジュール（３１ｄ）の構成を簡略化して示す図
【図６】本発明に係る膜分離装置の第３実施例（１ｃ）の構成を簡略に示す図
【図７】従来の典型的な膜分離装置（１００）の構成を簡略に示す図
【符号の説明】
１ａ，１ｂ，１ｃ　膜分離装置
２ａ，２ｂ，２ｃ　反応槽
３ａ，３ｂ　膜ろ過ユニット
４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄ　（散気手段である）散気装置
５ａ，５ 'ａ，５ｂ，５ｃ　（攪拌手段である）攪拌機
６　分岐反応槽
３１ａ，３１ｂ，３１ｃ，３１ｄ　膜モジュール
５１，５２，５３，５４　攪拌翼部
Ｃ１ ，Ｃ２ ，Ｃ３ 　クロスフロー流
Ｇ，ｇ　気泡
Ｓ１ 　（スパイラル型膜モジュール３１ｃの）貫通スペース
Ｓ２ 　（チューブ集束型膜モジュール３１ｄの）貫通スペース
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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